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研究成果の概要（和文）：本研究では，インドネシアを事例に貿易自由化が国内の労働移動にどのように影響す
るのか，労働者の技能に注目した分析を行った．インドネシアの家計個票データを使い，労働者が地域特性をも
とに移動先を選択する離散選択モデルを推定した結果，労働者は，関税が大きく削減された中間財を集約的に生
産に用いる産業が集積している地域を移動先として選ぶ可能性が高いことが分かった．中間財の輸入増加はその
取扱いに必要な熟練労働への需要を増加させることから，技能の高い労働者ほどそうした地域を好む傾向にあっ
た．しかし，地域間の移動費用は高く，中間財の貿易自由化の影響は主に近隣地域間での移動を促す程度にすぎ
ないことが示唆された．

研究成果の概要（英文）：This study examines how trade liberalization affects domestic labor 
migration in Indonesia, focusing on the skills of workers. Using individual household data from 
Indonesia, a discrete choice model was estimated to analyze workers' selection of migration 
destinations based on regional characteristics. The results indicate that workers are more likely to
 choose regions where industries that intensively use intermediate goods, whose tariffs have been 
significantly reduced, are concentrated. The increase in imports of intermediate goods raises the 
demand for skilled labor needed to handle these goods, making such regions more attractive to highly
 skilled workers. However, the high costs of interregional migration suggest that the impact of 
trade liberalization on intermediate goods primarily promotes migration between neighboring regions.

研究分野：地域経済学

キーワード： 経済のグローバル化　労働移動

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年，国際的な工程間分業が進展し，中間財貿易の重要性が高まっているものの，中間財への関税削減により発
展途上国内の労働移動がどのような影響を受けるのかについて分析した研究は少ない．本研究は，中間財への関
税削減が熟練労働力の地域間移動を促すことを明らかにしたもので，その学術的新規性は高い．さらに，現時点
では地域間の移動費用が高く十分な労働移動が起きていないことから，その費用を削減し地域間移動を促進する
ことが，貿易自由化による経済的便益を特定の地域に集中させることなく，国内各地域に再配分する上で有効で
あるという政策提言は社会的に重要なものである．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 経済活動のグローバル化が進展するとともに，社会ではグローバリゼーションに対する懸念
が高まっている．その懸念の一つとして，より自由な貿易や投資が貧しい労働者にさらなる貧困
化をもたらし，労働者間の経済格差を拡大するのではないかという点があげられる． 
経済活動のグローバル化は様々な分野で進行しているが，ここでは，製造業を中心に現在，世
界各地で進展している国際的な工程間分業に焦点を当てる．情報通信技術が発達し，自由貿易協
定による関税削減が進んだことで，東アジアでは生産技術に優位性を持つ日本や韓国，未熟練労
働力が豊富な中国や東南アジア諸国など，域内での発展段階や賃金水準の差を利用した生産ネ
ットワークが構築され，各国はネットワーク上での自国の立ち位置に応じてその工業化政策を
進めている． 
その中で，発展途上国における農村から都市への労働移動は，その国の工業化に必要な労働供
給の役割を担うだけでなく，もともとは農村に住んでいた貧しい労働者の生活水準の改善にも
寄与している．グローバル経済から恩恵を受ける地域が，その近隣で貧困に苦しんでいる労働者
を引き付け，働く場を提供しているのであれば，グローバリゼーションは必ずしも格差を拡大す
るものではない． 
 ただし，全ての労働者が等しくグローバリゼーションの恩恵を受けられるとは限らない．一般
に発展途上国は，生産ネットワークの中で中間財を先進国から輸入し，安価で豊富な未熟練労働
力をもとに最終財に組立て，販売・輸出する生産体制を取っている．経済活動のグローバル化が
進展し，そうした体制がさらに強化されるのであれば，工場の立地する都市では未熟練労働者に
対する需要が増え，地方から未熟練労働者を受け入れることで，彼らの貧困改善につながると期
待される．一方，輸出企業は取り扱いに高度な技能が求められる中間財を輸入し生産に用いるこ
とから，国内向けに生産を行う企業と比べ，熟練労働集約的な生産であることが知られている．
したがって，都市での労働需要が熟練労働へと偏ると，地方に住む熟練労働者ほど移住へのイン
センティブが高まり，熟練労働者と未熟練労働者の経済格差が拡大する可能性も否定できない． 
 グローバリゼーションに反対する動きは現在も世界各地で見られるが，その一方で，数多くの
発展途上国が国際的な生産ネットワークを利用した工業化政策を進めようともしている．仮に，
そうした政策が経済格差を拡大するものであれば，社会の不安は高まり，持続可能な経済発展は
望めない．経済活動のグローバル化が発展途上国内の労働移動にどのような影響を与えている
のか，厳密に評価・検証し，格差解消に必要な政策を提言することは，発展途上国がグローバリ
ゼーションを活用し，その経済発展を進める上で有効な情報提供となる． 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，貿易自由化が発展途上国内の労働移動を促進するか否かを労働者の技能別
に定量的に評価することで，グローバリゼーションが労働者の貧困や格差に与える影響を地域
別・技能別に考察することである．本研究の学術的・政策的貢献は，以下のようにまとめられる． 
 近年，国際貿易と発展途上国内の労働市場の関係を分析する研究が増えている．まず，輸出の
影響について，WTOへの加盟を契機に中国沿岸部において輸出向け生産が増え，地域の労働者
の厚生水準が改善したことを指摘する研究などが見られる．一方，輸入自由化に関して，最終消
費財への関税削減に注目したものが多く，関税が削減された財を主に生産している地域ほど輸
入製品との競合により貧困削減が進みづらくなったなど，貿易自由化が地域の労働者に負の影
響を与えていると結論づける研究が多い．さらに，貿易自由化の負の影響は地域によって大きく
異なり，しかもその影響は長期間持続することを示した研究も存在する．これらの研究から，貿
易自由化は必ずしも発展途上国内の労働移動を促進するものではないことが示唆されるが，そ
の原因は明らかにされていない． 
 要約すると，多くの既存研究は輸出機会の増加または最終消費財への関税削減に分析の焦点
を当てており，国際的な工程間分業の中で重要性が増した中間財への関税削減が発展途上国内
の労働移動に及ぼす影響を分析した研究は少ない．また，貿易自由化が必ずしも労働移動を促す
わけではないとする研究もあるが，その要因を明らかにしたものは見受けられない．近年の研究
によると，国際的な工程間分業は先進国だけでなく，発展途上国においても熟練労働への需要を
高めるため，熟練労働者の供給不足は，その国の国際的な競争力の低下につながると危惧されて
いる．したがって，貿易自由化が熟練労働者の移動を促すか否かは，地域間の経済格差だけでな
く，国全体の厚生水準にも大きな含意を持つ． 
本研究の学術的独自性は，国際的な生産ネットワークの一拠点として工業化を進めるインド
ネシアを事例に，中間財への関税削減が労働移動にどのような影響を与えるのか，労働者の技能
別に検証する点にある．特に，移住により得られる便益と移住費用を分けて推定できるモデルを
構築することで，貿易自由化によって便益がどの程度増え，それは移住費用をどの程度賄うこと
ができるのかを定量的に検証する．これにより，貿易自由化がそれほど労働移動を促進しない場
合でも，その要因を検証することが可能となる． 
本研究の分析対象であるインドネシアは，1980 年代後半より輸出志向型の工業化を図り，積



極的に貿易自由化を進めてきた．特に，1992 年の ASEAN 自由貿易地域の創設や 1994 年の
GATTウルグアイ・ラウンドの合意，1995年のWTOの設立はインドネシアの貿易自由化を加
速化させ，1990年代末には，ほぼ全ての品目において関税率が一定水準まで引き下げられた．
こうした工業化政策の結果，数多くの多国籍企業がインドネシアに参入し，現在では国際的な生
産ネットワークの重要な拠点として位置づけられている．一方，国内の地域間経済格差は依然と
して大きく，貿易自由化の恩恵が特定の地域に集中していることは否定できない．本研究の政策
的貢献は，インドネシアが今後も国際的な生産ネットワークを活用しながら工業化を進めるに
あたり欠かせない熟練労働力の安定的な供給及び，貿易自由化の恩恵が特定の地域に留まるこ
となく，労働移動を通して各地域に行き渡らせるために必要な政策提言を行う点にある． 
 
３．研究の方法 
本研究では，まず，(1)中間財に対する関税引き下げにより地域の生産がどの程度影響を受け
るのかを表す指標を作成する．その上で，(2)関税引き下げにより地域間労働移動はどのような
影響を受けるのかについて検討する． 
 
(1) 中間財に対する関税引き下げにより地域の生産がどの程度影響を受けるのか 
中間財に対する関税は，国の貿易政策に関する議論の中でその削減幅が決められるが，工業製
品の生産にあたって，どの中間財をどの程度輸入するかは地域によって大きく異なることから，
関税削減の影響も地域ごとに異なると想定される．ただし，品目ごとの輸入データを地域レベル
で入手することは困難なため，関税削減の地域への影響を正確に捉えることができる指標を作
成することは難しい． 
そこで本研究では，先行研究を参考に，インドネシアの『産業連関表』から各品目が中間財と
して使用される割合を産業別に把握する．その使用割合をウエイトとして，UNCTAD の『貿易と
関税情報システム(TRAINS)』から得られる品目ごとの関税削減割合の加重平均を求め，各産業が
中間財への関税削減によりどの程度影響を受けるのかを表す指標を作成する．次に，インドネシ
アの『工業統計調査・個票データ』をもとに各企業の生産額を地域・産業ごとに集計する．その
値から地域別に各産業の生産割合を計算し，それをウエイトとして先ほど求めた指標の加重平
均を求める．こうして得られた指標は，関税削減率が大きい中間財を主として用いる産業が多数
立地している地域で大きな値を取ることから，地域の工業生産が中間財への関税削減からどの
程度影響を受けているかを示すものとなる．  
 
(2) 関税引き下げにより地域間労働移動はどのような影響を受けるのか 
労働移動については，『インドネシア家族生活調査』を使用する．これは家計の世帯員ごとに
就業状態や賃金または所得，学歴を 1993 年から一定期間ごとに継続して調査したものである．
調査世帯を離れた者も引き続き調査の対象となることから，調査時点での居住地を確認するこ
とで，各世帯員の移住の有無を把握することができる．また，移住前の就業状態や賃金，最終学
歴などから賃金関数を推定し，労働者の技能水準を求めることで，技能が労働移動に与える影響
を明らかにすることも可能となる． 
移住の有無と移住先を(1)で作成した指標に回帰することで，中間財の貿易自由化が技能別労
働者の移動に及ぼす影響を検証する．具体的には，各世帯員が自身の技能と移住候補先の経済状
況をもとに，移住するか否か，移住する場合にはどの地域を選ぶかを判断しているものと想定し，
その選択過程を離散選択モデルにより分析する．移住候補先の経済状況を表す変数としては，
(1)で作成した指標に加え，地域の人口及び一人当たり GDP を用いる． 
 
４．研究成果 
 本研究の研究成果は以下のようにまとめられる．まず，中間財に対する関税引き下げは，それ
らの財を集約的に生産に用いる産業が集積している地域の経済的魅力を高める効果があること
が示された．しかし，インドネシア国内の移住費用は近隣地域間であっても非常に高く，関税引
き下げによって高まった移住へのインセンティブだけでは，その費用を完全に相殺することは
難しいことも明らかとなった．したがって，現段階での中間財に対する貿易自由化は，関税引き
下げの恩恵を受ける企業が数多く立地している地域にもともと住んでいた労働者の厚生水準を
高めることで，それ以外の地域に住む労働者との経済格差を悪化させる可能性が高いことが示
唆される．言い換えれば，交通インフラなどの整備により移住費用を削減し，地域間の労働移動
を促すことは，中間財の貿易自由化による経済的便益を国内各地域に再配分する上で有効な手
段と言える． 
次に，中間財に対する関税の引き下げによって生じる経済的便益は，労働者の技能によってそ
の程度が大きく異なることが確認された．特に，取扱いに高度な技能を要する中間財の輸入が増
えることで，企業の熟練労働者への需要は増加し，その結果，彼らの移住へのインセンティブも
高まる．したがって，移住費用の削減は，未熟練労働者よりも熟練労働者の移住を促す可能性が
高い．これは，労働者間の経済格差の拡大につながる可能性がある一方，熟練労働力が必要とさ
れる地域でその供給を増やし，国全体の競争力を高めることにもつながるため，熟練労働の移動
に関しては慎重な議論が求められる． 
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